









































する点で共通する （Schumpeter, 1943 = 中山・東畑 , 1995）。だが、市民がエリートや政治体









るウォール街占拠や平和安全法制をめぐる SEALDs （Students Emergency Action for Liberal 






























者への個別接触という 4 次元を析出した （Verba, Nie, & Kim, 1978 = 1981: 62-73）。このうち、
地域活動、および私的な問題をめぐる関係者への個別接触は広義のカウンターデモクラシーに
属す。また1987年における日本での同様の調査に基づく蒲島の因子分析では、投票、選挙運動、
地域・住民運動という 3 次元を析出した（蒲島 1998: 84-6）。このうち、地域・住民運動はエリー
トを監視するカウンターデモクラシーに属す。他方、1974年から76年にかけて 8 ヶ国で世論調
査を試みたイングルハートによると、政治参加は「エリート指導型」と「エリート対抗型」に
















報発信能力を持つインターネットの影響も重要となる （Rosanvallon, 2006 = 嶋崎 , 2017, 60-61: 
｜ 168 ｜
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るテレビの普及の影響を挙げられる （Brym et al., 2014）６）。但し、紙面や番組の内容が伝わる
受け手の人数においてインターネットを凌駕するマスメディアだが、カウンターデモクラシー
への影響に限界も伴う。第 1 に、報道内容に中立性を求める公的規制が存在する場合である７）。
第 2 に、自身に不利な報道を行うマスメディアに対し、エリートが取材拒否などの私的な制 








つ組織・運動が記事として扱われやすい （Andrews & Caren, 2010）。












シャルメディアが市民の行動へ影響する可能性も増す （Leung & Lee, 2014）。
3.2　ソーシャルメディアの特徴
　マスメディアとの比較において、使用者の視点に基づくソーシャルメディアの特徴を 8 点挙
げられる （白崎 , 2018）。第 1 に、関心ある情報を得るための検索を伴うプルメディアとしての







































が増す（伊藤 , 2012, 103-9）。
４．カウンターデモクラシーの基盤としてのソーシャルメディアの脆弱性
　オルソンの指摘通り社会運動では集合行為の実現が重要なので、権威主義政権は運動の集
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 1 ）自由権と参政権の保障は、Polyarchy （ポリアーキー） の 2 大要素である （Dahl, 1972 = 高畠・前田, 
2014）。





 3 ）少数派の提起する問題は政治過程の議題となりにくい（山田, 2016, 23）。
 4 ）先述の黒人射殺事件に伴う社会運動・政治参加を例示できる。
 5 ）2012年の首相官邸前での反原発デモにおいて、参加者は公安条例・静穏保持法・道路交通法に基づく
警察との事前の取決めに従った（野間, 2012, 38-56）。SEALDsの活動も同様である（山本, 2017）。
 6 ）テレビとラジオは公民権運動での座り込み戦術の普及に寄与した （Tufekci & Wilson, 2012）。
 7 ）「放送法 4 条違反を理由とする停波」という2016年の高市早苗総務大臣の発言により、中立規定の招
く放送局への威嚇効果があらためて注目された。但し、中立規定の解釈について近年の議論がある（山
田, 2016）。
 8 ）2013年 6 月のTBS『ニュース23』の内容は公正を欠くと批判する自民党が同局の取材を拒否するなど、










と似る （Leung & Lee, 2014）。
13）「事業仕分け」や、東日本大震災時の政府、東京電力、原子力安全・保安院の記者会見に関するソーシャ
ルメディア中継が例である （津田, 2012, 89, 243-44）。
14）ハンフレアらによると、ソーシャルメディアの仮想の交流空間が運動の非公式な構造化を導く （Haenfl 










2016年参院選後の解散を予定していた（奥田, 他, 2015, 103-110; SEALDs, 2016, 31-52）。
18）「M15運動」、ウォール街占拠、日本での原発・平和安全法制をめぐる抗議活動などが例である。
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